
第 74回尾道みなと祭フリーマーケット出店者募集要項 
 

尾道みなと祭フリーマーケット参加者を募集します。 

参加ご希望の方は、下記申し込み用紙に定額小為替証書を同封のうえ郵送でお申込みください。 

 

日 時 ２０１７年４月２２日（土）１０：００ ～１７：００ ・ ２３（日）１０：００～１７：００  

会   場 尾道市久保一丁目 尾道市役所周辺 

募 集 数 尾道市役所北側広場 ３０店舗     

※先着順の受付け、おひとり 1 日 1 ブースに限ります。（当日、本人確認をします） 

※2 日連続出店希望の方は、1 日目とブースの場所が変わる可能性があります。 

出 店 料 １日 １，０００円  

※申し込み時に定額小為替証書が同封されていない場合は出店を受付けません。 

※気象条件等で出店されない場合も一切返金には応じません。 

※定員に達した後、４月７日（金）までをキャンセル待ち期間とします。キャンセルが出なかっ

た場合は定額小為替証書を返却します。 

ブ ー ス 寸 法  間口 2ｍ X 奥行き 2.5m  

販 売 品 個人所有物及び手作りの品 

※業者の方はご遠慮ください。 

※飲食物・危険物・その他当協会が不適と認めたものは販売をお断りします。 

出 店 資 格  ・満 18 歳以上（高校生は除く） 

            ・尾道市内在住 

そ の 他 ・雨天の場合、出店の判断については、各自でお願いします。 

・出店の可否、および当日のブースの場所、搬入方法、駐車場などについては４月９日 

 前後に書面で通知します。 

・同封の暴力団排除に関する誓約書を提出してください。 

申 込 期 限 ２０１７年３月３１日（金）  

問 合 せ 先 722‐0046 尾道市長江一丁目 3‐3 （一社）尾道観光協会内 

       尾道みなと祭 協賛部会事務局   Tel：0848‐37‐9736 mail：info@ononavi.jp 

キリトリ（ＦＡＸでの申し込みは出来ません） 

 

尾道みなと祭フリーマーケット出店申し込み用紙 

「フリーマーケット出店者募集要項」に同意し、下記の通り申し込みいたします 

ふりがな  年 齢 

出店希望日 4 月 22 日(土) ・ 4 月 23 日(日) 

お名前  
歳 

出店場所 尾道市役所北側広場 

ご住所 

〒 

 

 

 

郵便為替同封額 円 

販売物  
電話番号 

(日中に連絡が付く番号) 
 

ＦＡＸ  

【送付先】722-0046 尾道市長江一丁目 3-3 尾道観光協会内  尾道みなと祭フリーマーケット係宛 



暴力団排除に関する誓約書 

 

                         平成  年  月  日 

 

 尾道港祭協会会長 様 

 

           申込者 

           住所（法人、団体にあっては事務所所在地） 

           〒 

 

                                      

             （法人、団体にあっては法人・団体名及び代表者氏名） 

 

           氏 名
ふりがな

                     ㊞ 

           生年月日         年     月     日 

 

 私は、第74回尾道みなと祭フリーマーケットにおいて出店申込を行うに当たり、

次の事項について誓約します。 

 なお、必要な場合には、尾道港祭協会長が当該事項を広島県警察本部に照会する

ことについて承諾し、尾道港祭協会長から当該事項に関する書類の提出を求められ

た場合には、指定された期日までに提出します。 

１ 自己又は自己の法人その他の団体の役員等は、次の各号のいずれにも該当する

者ではありません。 

 (1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第

77号。以下「法」という。）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 (2) 暴力団員（法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 (3) 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与え

る目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

 (4) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直

接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

 (5) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 (6) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

２ １の(1)から(6)までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他

の団体又は個人ではありません。 
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